
4.公営住宅再編方針の導出

4-1. 建物老朽度の分析方法

　夕張市提供の公営住宅基礎情報
3)※1

(表1) によると、43

団地のうち、2040年建物老朽度
※2
が1.0を超える団地は14

に留まる。2040年時点の管理戸数が必要個数を大きく上

回るため、2050年老朽度が1.0を超える団地においても時

期を前倒しして再編を検討する必要がある。

1. 研究の背景と目的

　人口減少が著しい地方都市では、都市規模に見合わない

財政状況と生活環境の悪化が課題となっている。これらの

課題解決にあたり、居住機能や医療・福祉・商業、公共交

通等の様々な都市機能を誘導し、コンパクト・プラス・ネッ

トワークによるまちづくりを目指す立地適正化計画を導

入することは有効な手段である。特に、北海道の地方都市

では公営住宅比率が非常に高く、都市機能誘導区域の設定

における誘導施設として検討を行う必要がある。

　しかし、既存の立地適正化計画の既存計画の検討におい

ては、導入している多くの都市で、誘導施設についての目

標値が設定されているが、定量的な評価と結びつけた事例

は極めて少ない。

　以上より、本研究では、立地適正化計画策定を目指す北

海道夕張市を事例とし、公営住宅の再編方針を検討すると

ともに、その定量的評価を通して、計画策定に向けた市街

地再編効果を明らかにする。

2．研究の方法

　本研究では、①夕張市における公営住宅再編の分析項目

と評価項目を明らかにする。②夕張市マスタープラン
1)

及

び既往論文
2)
で提案された都市構造ごとに、分析項目を用

いて 2040 年の公営住宅再編方針を導出する。③_②で導出

された都市構造別の再編方針において評価項目を用いて

市街地再編効果を明らかにする。④_③の結果を踏まえ、政

策的課題を抽出し、⑤ 立地適正化計画策定にむけた計画

の要点を明らかにする。

3. 夕張市における公営住宅再編の分析項目と評価項目

　産炭都市として発展し、分散した市街地を持つ夕張市

は、財政破綻以降、人口減少が著しい。その中で、公営住宅

比率が非常に高い。また、老朽化が激しく、大量の空き住戸

がある。夕張市は、人口規模に見合わない都市運営とイン

フラ等の維持管理費増大による財政負担の悪化といった

課題があるほか、防災についても現行の都市計画では分析

が不十分であることが課題である。したがって、分析項目

及び評価項目として図 1の 5項目を抽出した。

4-2.入居率の分析方法

　現在の入居者について、それぞれの平均余命で死去す

るものと仮定して、自然減の推計を行った。なお、社会

増減については年間1,2件程度に留まっているため考慮し

ないこととした。世帯数は、上記の推計により2040年の1

世帯の居住者数が1人以上の世帯を1として算定した。

　2019年現在、夕張市では、道営を含め412棟3,316戸の

公営住宅が存在し、1,713世帯が居住している。人口推計

の結果、2040年には世帯数が全部で804世帯となり、入居

率が24.2％まで減少すると予想される(表2)。したがっ

て、入居率については、集約方針の判断に入居率24.2％

を使用する。以上を踏まえ、分析項目に基づいて判断フ

ローチャート(図2-A)を作成した。 区を居住地区とし、【地区外集約推進型(以下、都市構造

B)】
※4
は、3人/ha以上のメッシュが2つ以上ある地区を居

住地区としたものである。【都市計画マスタープラン

（以下、マスタープラン）】及び【都市構造A】【都市構

造B】のそれぞれにおいてフローチャートに基づいて方針

を導出し、結果をGIS上に示した(図2-B)。

5.各都市構造における再編効果

5-1.都市規模の適正化の評価

　都市構造別に見ると、【マスタープラン】では集約対

象住戸が2,344戸(2019年管理戸数の70.7％)、入居率が

82.7%【都市構造A】では集約対象住戸が2,389戸(2019年

管理戸数の72.0%)入居率が86.7％となる。【都市構造B】

では集約対象住戸が2,427戸(2019年管理戸数の73.2%)、

入居率は90.4％となると考えられる。

 結果として、縮小地区の大部分は、2040年までに地区外

に集約することが可能であるが、本庁地区においては

2019年時点築17年の比較的新しい団地が存在し、地区外

に全団地を移転させ、地区外集約を行うことが難しいと

いうことがわかった。

　また、全都市構造で居住地区の若菜地区と清水沢地区

が地区外からの移転を受け入れることができる一方で、

居住地区の紅葉山地区は活用できるストックがないので

移転を受け入れられないことがわかった。

5-2.財政負担低減の評価

　夕張市ヒアリング
※5
より市営住宅の単年度維持管理費用

※6
を、大規模修繕、建替え、解体にかかるコストを文献

4)

より把握した(図4)。また、今後60年間の維持管理費用の

算出は、集約方針に従った。

　全ての公営住宅を維持管理した場合、60年間で1134億

円がかかる。それと比較して、【マスタープラン】が410

億円、【都市構造A】が378億円、【都市構造B】が376億

円と大幅に減少し、公営住宅再編による維持管理費の削

減効果が実証された。集約により居住地区では47％以

上、縮小地区では90％以上の削減が可能であるため、地

区外移転を推進したほうが得られる効果が大きい。

5-3.土砂災害警戒区域による評価

　土砂災害警戒区域
5)
をGIS上に重ねた結果、本庁地区の

全ての団地が区域内にあることが明らかになった。その

ため、マスタープランでは居住地区として位置づけてい

るが、安全面に配慮し、区域からの除外を検討する必要

がある。また、本庁地区は、【都市構造A】及び【都市構

造B】では縮小地区になっているが、団地内集約をして維

持する方針の団地が存在するため、用途廃止時期を前倒

しするなど個別の対応が必要である。

6. 公営住宅再編方針を踏まえた政策的課題

　５章の結果を踏まえた夕張市との議論
※6

により、政策的

課題として以下の２点を把握した。

　①楓・登川地区の住人は、紅葉山地区に住み替えを希望

しているが、住み替えを受け入れ可能なストックが存在し

ない。そのため、紅葉山地区で移転を受け入れ可能なス

トックを確保する必要がある。

　②集約方針が維持の団地であっても設備等活用に向け

た課題があり、実際に活用できるかは個別に判断していく

必要がある。

7. 総括

　本研究では、立地適正化計画の策定にあたり、公営住宅

再編効果を具体的に検証し、立地適正化計画策定にむけて

考察してきた。それにより得られた計画の要点５つを以下

に示す。

　(1) 入居率と建物老朽度を用いて分析した結果、公営住

宅再編により市街地を適正規模に集約するための手順が

明らかになった。

　(2) 今後 60 年間の公営住宅再編の効果を明らかにする

ために、維持管理費用を算出し定量的に評価することは、

今後コンパクトシティを推進する上で有効である。

　(3) 公営住宅の集約を行うことで、維持管理費用は少な

くとも 36.2% まで削減できる。したがって、立地適正化計

画の策定に合わせて公営住宅の再編方針を検討すること

は、財政負担の低減に大きな効果があることがわかった。

　(4) 分析の結果、若菜地区と清水沢地区が居住拠点とし

て、住替を受け入れることができる地区であった。

(5) 紅葉山地区は JR 新夕張駅や高速道路の夕張 IC、道の

駅等が存在し、市外連携の拠点として残すことが望まし

く、若年層をターゲットとした住宅供給が必要だと言え

る。したがって、公営住宅を整備するだけでなく、民間賃貸

住宅の供給についても検討することが有効である。

8. 今後の展望

　本研究では、立地適正化計画の策定に向けて、公営住宅

再編に着目して検証を行ってきた。しかし、実際の計画策

定を進める際には、他の公共施設やインフラ、環境面等

様々な視点から検討する必要がある。

　なお本研究は、一社）大成学術財団の研究助成を受けた。
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4-3.公営住宅再編方針の導出(図1)

　既往論文
1)
では、2040年人口500mメッシュ

3)
分析に基づ

いた都市構造が提案された。【地区内集約推進型(以下、

都市構造A)】は、3人/ha以上のメッシュが1つ以上ある地

表 1　夕張市の公営住宅の基礎情報

図 1　公営住宅再編の分析項目及び評価項目
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 結果として、縮小地区の大部分は、2040年までに地区外

に集約することが可能であるが、本庁地区においては

2019年時点築17年の比較的新しい団地が存在し、地区外

に全団地を移転させ、地区外集約を行うことが難しいと

いうことがわかった。

　また、全都市構造で居住地区の若菜地区と清水沢地区

が地区外からの移転を受け入れることができる一方で、

居住地区の紅葉山地区は活用できるストックがないので

移転を受け入れられないことがわかった。

5-2.財政負担低減の評価

　夕張市ヒアリング
※5
より市営住宅の単年度維持管理費用

※6
を、大規模修繕、建替え、解体にかかるコストを文献

4)

より把握した(図4)。また、今後60年間の維持管理費用の

算出は、集約方針に従った。

　全ての公営住宅を維持管理した場合、60年間で1134億

円がかかる。それと比較して、【マスタープラン】が410

億円、【都市構造A】が378億円、【都市構造B】が376億

円と大幅に減少し、公営住宅再編による維持管理費の削

減効果が実証された。集約により居住地区では47％以

上、縮小地区では90％以上の削減が可能であるため、地

区外移転を推進したほうが得られる効果が大きい。

5-3.土砂災害警戒区域による評価

　土砂災害警戒区域
5)
をGIS上に重ねた結果、本庁地区の

全ての団地が区域内にあることが明らかになった。その

ため、マスタープランでは居住地区として位置づけてい

るが、安全面に配慮し、区域からの除外を検討する必要

がある。また、本庁地区は、【都市構造A】及び【都市構

造B】では縮小地区になっているが、団地内集約をして維

持する方針の団地が存在するため、用途廃止時期を前倒

しするなど個別の対応が必要である。

6. 公営住宅再編方針を踏まえた政策的課題

　５章の結果を踏まえた夕張市との議論
※6

により、政策的

課題として以下の２点を把握した。

　①楓・登川地区の住人は、紅葉山地区に住み替えを希望

しているが、住み替えを受け入れ可能なストックが存在し

ない。そのため、紅葉山地区で移転を受け入れ可能なス

トックを確保する必要がある。

　②集約方針が維持の団地であっても設備等活用に向け

た課題があり、実際に活用できるかは個別に判断していく

必要がある。

7. 総括

　本研究では、立地適正化計画の策定にあたり、公営住宅

再編効果を具体的に検証し、立地適正化計画策定にむけて

考察してきた。それにより得られた計画の要点５つを以下

に示す。

　(1) 入居率と建物老朽度を用いて分析した結果、公営住

宅再編により市街地を適正規模に集約するための手順が

明らかになった。

　(2) 今後 60 年間の公営住宅再編の効果を明らかにする

ために、維持管理費用を算出し定量的に評価することは、

今後コンパクトシティを推進する上で有効である。

　(3) 公営住宅の集約を行うことで、維持管理費用は少な

くとも 36.2% まで削減できる。したがって、立地適正化計

画の策定に合わせて公営住宅の再編方針を検討すること

は、財政負担の低減に大きな効果があることがわかった。

　(4) 分析の結果、若菜地区と清水沢地区が居住拠点とし

て、住替を受け入れることができる地区であった。

(5) 紅葉山地区は JR 新夕張駅や高速道路の夕張 IC、道の

駅等が存在し、市外連携の拠点として残すことが望まし

く、若年層をターゲットとした住宅供給が必要だと言え

る。したがって、公営住宅を整備するだけでなく、民間賃貸

住宅の供給についても検討することが有効である。

8. 今後の展望

　本研究では、立地適正化計画の策定に向けて、公営住宅

再編に着目して検証を行ってきた。しかし、実際の計画策

定を進める際には、他の公共施設やインフラ、環境面等

様々な視点から検討する必要がある。

　なお本研究は、一社）大成学術財団の研究助成を受けた。

4-3.公営住宅再編方針の導出(図1)
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4.公営住宅再編方針の導出

4-1. 建物老朽度の分析方法

　夕張市提供の公営住宅基礎情報
3)※1

(表1) によると、43

団地のうち、2040年建物老朽度
※2
が1.0を超える団地は14

に留まる。2040年時点の管理戸数が必要個数を大きく上

回るため、2050年老朽度が1.0を超える団地においても時

期を前倒しして再編を検討する必要がある。

1. 研究の背景と目的

　人口減少が著しい地方都市では、都市規模に見合わない

財政状況と生活環境の悪化が課題となっている。これらの

課題解決にあたり、居住機能や医療・福祉・商業、公共交

通等の様々な都市機能を誘導し、コンパクト・プラス・ネッ

トワークによるまちづくりを目指す立地適正化計画を導

入することは有効な手段である。特に、北海道の地方都市

では公営住宅比率が非常に高く、都市機能誘導区域の設定

における誘導施設として検討を行う必要がある。

　しかし、既存の立地適正化計画の既存計画の検討におい

ては、導入している多くの都市で、誘導施設についての目
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海道夕張市を事例とし、公営住宅の再編方針を検討すると

ともに、その定量的評価を通して、計画策定に向けた市街

地再編効果を明らかにする。
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1)

及

び既往論文
2)
で提案された都市構造ごとに、分析項目を用

いて 2040 年の公営住宅再編方針を導出する。③_②で導出

された都市構造別の再編方針において評価項目を用いて

市街地再編効果を明らかにする。④_③の結果を踏まえ、政

策的課題を抽出し、⑤ 立地適正化計画策定にむけた計画
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マスタープラン

全て維持更新
した場合

地区内集約推進型
( 都市構造 A)

地区外集約推進型
（都市構造 B）

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000

： 本庁 ：若菜 ：清水沢 ：南部 ：沼ノ沢 ：真谷地 ：紅葉山 ：楓 ・登川

1134億円

410億円

378億円

376億円

図４．維持管理費用算出に用いたデータ

若菜

清水沢

本庁

南部

沼ノ沢

真谷地

紅葉山

楓・登川

全市

344

479

92

0

20

0

37

0

972

90

95

41

0

0

0

0

0

226

-

-

-

22

5

21

2

11

61

-

-

-

清水沢

清水沢

清水沢

清水沢

清水沢

344

479

29

18

20

0

37

0

927

90

95

0

0

0

0

0

185

-

-

22

4

5

21

2

11

65

-

-

若菜

清水沢

清水沢

清水沢

清水沢

清水沢

マスタープラン 地区内集約推進型（都市構造A） 地区外集約推進型（都市構造B）

管理戸数 空き戸数 地区外移転戸数 移転先 管理戸数 空き戸数 地区外移転戸数 移転先 管理戸数 空き戸数 地区外移転戸数 移転先

344

479

29

0

0

0

37

0

889

90

95

0

0

0

0

0

185

-

-

22

22

25

21

2

11

103

-

-

若菜

清水沢

清水沢

清水沢

清水沢

清水沢

一施設に発生する単年度費用の内訳（円/m²）

1年ごと

除雪費

浄化槽保守費

浄化槽電気代

受水槽清掃費

地下タンク点検費

電波障害設備保守費

大規模修繕コスト

建替コスト

解体コスト

50.4

142.7

42.2

0.4

0.4

0.8

30年に一度

60年に一度

廃止後

消防設備保守費

エレベーター保守費

修繕料（経常修繕）

修繕料（入居・計画修繕）

長寿命化改善工事

8.3

18.9

279.9

233.8

751.7

項目 金額 項目 金額

170,000

280,000

10,190

凡例 ： 居住地区



4.公営住宅再編方針の導出

4-1. 建物老朽度の分析方法

　夕張市提供の公営住宅基礎情報
3)※1

(表1) によると、43

団地のうち、2040年建物老朽度
※2
が1.0を超える団地は14

に留まる。2040年時点の管理戸数が必要個数を大きく上

回るため、2050年老朽度が1.0を超える団地においても時

期を前倒しして再編を検討する必要がある。

1. 研究の背景と目的

　人口減少が著しい地方都市では、都市規模に見合わない

財政状況と生活環境の悪化が課題となっている。これらの

課題解決にあたり、居住機能や医療・福祉・商業、公共交

通等の様々な都市機能を誘導し、コンパクト・プラス・ネッ

トワークによるまちづくりを目指す立地適正化計画を導

入することは有効な手段である。特に、北海道の地方都市

では公営住宅比率が非常に高く、都市機能誘導区域の設定

における誘導施設として検討を行う必要がある。

　しかし、既存の立地適正化計画の既存計画の検討におい

ては、導入している多くの都市で、誘導施設についての目

標値が設定されているが、定量的な評価と結びつけた事例

は極めて少ない。

　以上より、本研究では、立地適正化計画策定を目指す北

海道夕張市を事例とし、公営住宅の再編方針を検討すると

ともに、その定量的評価を通して、計画策定に向けた市街

地再編効果を明らかにする。

2．研究の方法

　本研究では、①夕張市における公営住宅再編の分析項目

と評価項目を明らかにする。②夕張市マスタープラン
1)

及

び既往論文
2)
で提案された都市構造ごとに、分析項目を用

いて 2040 年の公営住宅再編方針を導出する。③_②で導出

された都市構造別の再編方針において評価項目を用いて

市街地再編効果を明らかにする。④_③の結果を踏まえ、政

策的課題を抽出し、⑤ 立地適正化計画策定にむけた計画

の要点を明らかにする。

3. 夕張市における公営住宅再編の分析項目と評価項目

　産炭都市として発展し、分散した市街地を持つ夕張市

は、財政破綻以降、人口減少が著しい。その中で、公営住宅

比率が非常に高い。また、老朽化が激しく、大量の空き住戸

がある。夕張市は、人口規模に見合わない都市運営とイン

フラ等の維持管理費増大による財政負担の悪化といった

課題があるほか、防災についても現行の都市計画では分析

が不十分であることが課題である。したがって、分析項目

及び評価項目として図 1の 5項目を抽出した。

【参考文献】1)夕張市：夕張市まちづくりマスタープラン,2012 2)小原史：人
口減少都市における市街地集約によるコンパクトシティ夕張2040の提案－北海
道夕張市立地適正化計画策定に向けた検討-,vol.92,pp.287 -290,2019　3)夕
張市：公共施設等総合管理計画,2017 夕張市 3)国土交通省国土政策局国土情
報課：国土数値情報「500mメッシュ別将来推計人口（H30国政局推計）」 4)国
土交通省大臣官房官庁営繕部：建築物のライフサイクルコスト 5)国土交通省
国土政策局国土情報課：国土数値情報「土砂災害警戒区域」
【注釈】※1 2019年10月23日夕張市より提供を受けた　※2 [対象年建物老朽
度]=([対象年]-[各建物の建築年])÷60 ※3 [2050年建物老朽度]=(2050-[各建
物の建築年])÷60 ※4 都市構造Cは都市構造Bの拠点が2つになったものであり
、今回の分析で違いが出ないため考慮しなかった ※4 2019年12月23日夕張市
建設課より提供を受けた ※5 2019年12月19日夕張市清水沢地区拠点複合施設
にて夕張市建設課3名と研究室8名で打ち合わせを行った ※6 (単年度維持管理
費[円/㎡])=(H30全公営住宅の維持管理費用)÷(公営住宅の総面積)で算出した

4-2.入居率の分析方法

　現在の入居者について、それぞれの平均余命で死去す

るものと仮定して、自然減の推計を行った。なお、社会

増減については年間1,2件程度に留まっているため考慮し

ないこととした。世帯数は、上記の推計により2040年の1

世帯の居住者数が1人以上の世帯を1として算定した。

　2019年現在、夕張市では、道営を含め412棟3,316戸の

公営住宅が存在し、1,713世帯が居住している。人口推計

の結果、2040年には世帯数が全部で804世帯となり、入居

率が24.2％まで減少すると予想される(表2)。したがっ

て、入居率については、集約方針の判断に入居率24.2％

を使用する。以上を踏まえ、分析項目に基づいて判断フ

ローチャート(図2-A)を作成した。 区を居住地区とし、【地区外集約推進型(以下、都市構造

B)】
※4
は、3人/ha以上のメッシュが2つ以上ある地区を居

住地区としたものである。【都市計画マスタープラン

（以下、マスタープラン）】及び【都市構造A】【都市構

造B】のそれぞれにおいてフローチャートに基づいて方針

を導出し、結果をGIS上に示した(図2-B)。

5.各都市構造における再編効果

5-1.都市規模の適正化の評価

　都市構造別に見ると、【マスタープラン】では集約対

象住戸が2,344戸(2019年管理戸数の70.7％)、入居率が

82.7%【都市構造A】では集約対象住戸が2,389戸(2019年

管理戸数の72.0%)入居率が86.7％となる。【都市構造B】

では集約対象住戸が2,427戸(2019年管理戸数の73.2%)、

入居率は90.4％となると考えられる。

 結果として、縮小地区の大部分は、2040年までに地区外

に集約することが可能であるが、本庁地区においては

2019年時点築17年の比較的新しい団地が存在し、地区外

に全団地を移転させ、地区外集約を行うことが難しいと

いうことがわかった。

　また、全都市構造で居住地区の若菜地区と清水沢地区

が地区外からの移転を受け入れることができる一方で、

居住地区の紅葉山地区は活用できるストックがないので

移転を受け入れられないことがわかった。

5-2.財政負担低減の評価

　夕張市ヒアリング
※5
より市営住宅の単年度維持管理費用

※6
を、大規模修繕、建替え、解体にかかるコストを文献

4)

より把握した(図4)。また、今後60年間の維持管理費用の

算出は、集約方針に従った。

　全ての公営住宅を維持管理した場合、60年間で1134億

円がかかる。それと比較して、【マスタープラン】が410

億円、【都市構造A】が378億円、【都市構造B】が376億

円と大幅に減少し、公営住宅再編による維持管理費の削

減効果が実証された。集約により居住地区では47％以

上、縮小地区では90％以上の削減が可能であるため、地

区外移転を推進したほうが得られる効果が大きい。

5-3.土砂災害警戒区域による評価

　土砂災害警戒区域
5)
をGIS上に重ねた結果、本庁地区の

全ての団地が区域内にあることが明らかになった。その

ため、マスタープランでは居住地区として位置づけてい

るが、安全面に配慮し、区域からの除外を検討する必要

がある。また、本庁地区は、【都市構造A】及び【都市構

造B】では縮小地区になっているが、団地内集約をして維

持する方針の団地が存在するため、用途廃止時期を前倒

しするなど個別の対応が必要である。

6. 公営住宅再編方針を踏まえた政策的課題

　５章の結果を踏まえた夕張市との議論
※6

により、政策的

課題として以下の２点を把握した。

　①楓・登川地区の住人は、紅葉山地区に住み替えを希望

しているが、住み替えを受け入れ可能なストックが存在し

ない。そのため、紅葉山地区で移転を受け入れ可能なス

トックを確保する必要がある。

　②集約方針が維持の団地であっても設備等活用に向け

た課題があり、実際に活用できるかは個別に判断していく

必要がある。

7. 総括

　本研究では、立地適正化計画の策定にあたり、公営住宅

再編効果を具体的に検証し、立地適正化計画策定にむけて

考察してきた。それにより得られた計画の要点５つを以下

に示す。

　(1) 入居率と建物老朽度を用いて分析した結果、公営住

宅再編により市街地を適正規模に集約するための手順が

明らかになった。

　(2) 今後 60 年間の公営住宅再編の効果を明らかにする

ために、維持管理費用を算出し定量的に評価することは、

今後コンパクトシティを推進する上で有効である。

　(3) 公営住宅の集約を行うことで、維持管理費用は少な

くとも 36.2% まで削減できる。したがって、立地適正化計

画の策定に合わせて公営住宅の再編方針を検討すること

は、財政負担の低減に大きな効果があることがわかった。

　(4) 分析の結果、若菜地区と清水沢地区が居住拠点とし

て、住替を受け入れることができる地区であった。

(5) 紅葉山地区は JR 新夕張駅や高速道路の夕張 IC、道の

駅等が存在し、市外連携の拠点として残すことが望まし

く、若年層をターゲットとした住宅供給が必要だと言え

る。したがって、公営住宅を整備するだけでなく、民間賃貸

住宅の供給についても検討することが有効である。

8. 今後の展望

　本研究では、立地適正化計画の策定に向けて、公営住宅

再編に着目して検証を行ってきた。しかし、実際の計画策

定を進める際には、他の公共施設やインフラ、環境面等

様々な視点から検討する必要がある。

　なお本研究は、一社）大成学術財団の研究助成を受けた。
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4-3.公営住宅再編方針の導出(図1)

　既往論文
1)
では、2040年人口500mメッシュ

3)
分析に基づ

いた都市構造が提案された。【地区内集約推進型(以下、

都市構造A)】は、3人/ha以上のメッシュが1つ以上ある地

工修
博士(工学)
博士(工学)
工修
修士課程

図６．土砂災害警戒区域と市営住宅の分布

凡例 ： 公営住宅 ：地区 ：土砂災害警戒区域

沼ノ沢

真谷地

紅葉山

南部

楓・登川

末広・鹿の谷・若菜

清水沢

本庁都市構造A,B
→団地内集約


